別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
 平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：保安対策費
	事業名: （社）岐阜県火薬類保安協会補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　知事直轄　危機管理部門　消防課　予防保安係　電話番号058-272-1111（内2473）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：944千円（前年度予算額：944千円）
	要求内容


	１　要求の内容


火薬類の保安意識の向上を図り、災害事故を未然に防止し、公共の安全を確保するため、(社)岐阜県火薬類保安協会に助成する。
  当協会においては、手帳制度に基づく保安教育講習を数多く実施しており、火薬類取扱者に対する保安管理技術の徹底を図るとともに、火薬類消費場所への自主保安パトロールの実施や、保安確保及び保安啓発活動を行い、火薬類保安の徹底に積極的に取り組んでいる。当協会に対しては昭和49年度から県による助成を実施し、保安教育講習会の開催や自主保安パトロールの実施により、火薬類による事故発生の抑制に貢献している。
	２　所要経費


補助事業に要する経費　　8,053千円

補助金額　944千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	944
	0
	0
	944
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	944
	0
	0
	944
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　火薬類の保安意識の向上を図り、災害事故を未然に防止し、公共の安全を確保する。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指　標　名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	保安活動事業の実施
	未実施
（S48）
	5事業
（H22）
	5事業
（H23）
	5事業
（H24）
	3事業以上実施
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　・保安教育講習会の開催
　　　5種類　　計21回　　受講者数1,487名
　・各地区支部保安指導員による自主保安パトロール
　　　63か所　延べ23日　保安指導員95名　　　
　・火薬類取締法に基づく資格試験の実施
　　　試験日：9月2日（日）、受験者（甲種・乙種・丙種）：計56名
　・保安手帳制度に基づく手帳交付等
　　　手帳交付者等　計80名　
　・保安管理の啓発活動
　　「火薬類危害予防週間」のポスター・標語を各事業所・関係機関へ各400枚配布
　　　


（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　保安手帳制度に基づく保安教育講習により、火薬類取扱者に対する保安管理技術の徹底、自主パトロールによる保安確保、啓発活動による保安意識の向上が図られており今後も同様の成果が期待できる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	　火薬類の事故は、大規模な災害を引き起こすことから、これを未然に防止し、公共の安全を確保することにより県民の安全安心に資するため、県が支援していくことは妥当である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○

	　火薬類保安管理上の知識、技術の向上、自主保安活動の累積により、災害を未然に防止し、取扱者全員の災害防止に大きく寄与している。　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	　各地区支部を通じ、県内の全ての火薬類取扱事業所の自主保安活動に関わり、効率的に事業者への自主保安活動を実施している。


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　火薬類従事者数そのものが減少している。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　火薬類の事故を未然に防止し、公共の安全確保に大きく寄与しており、今後とも継続して支援していく必要がある。


